
 

にかほ市ＵＩＪターン若者地元就職促進家賃等補助金交付要綱 

令和４年４月１日 

告示第  号 

（目的） 

第１条 この告示は、本市に定住する意思をもって市外から転入し、市内の民間賃貸住宅

に居住する地元就職した若者に対して予算の範囲内において家賃等の一部を補助する

（以下「補助金」という。）ことにより若者の地元就職を促すとともに、市内事業所等

の雇用の安定と活性化を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) UIJターン Uターン、Iターン又はJターンにより市内に住民登録することをいう。 

(2) Uターン 市内に住民登録している者が市外に転出し、３年間以上経過した後市内

に転入することをいう。 

(3) Iターン 市外に住民登録している者が初めて市内に転入することをいう。 

(4) Jターン 市外に住民登録している者が他自治体に転出し、その後初めて市内に転

入することをいう。 

(5) 本市出身学卒者等 在学時に本市に住所を有していた県外居住者で、県外の大学、

大学院、短期大学、高等専門学校又は専修学校等のいずれかを卒業又は中途退学した

者をいう。 

(6) 民間賃貸住宅 自己の居住の用に供するために、住宅の所有者との賃貸借契約を締

結した市内の住宅をいう。ただし、次に掲げる住宅を除く。 

ア 公営住宅 

イ 特定公共賃貸住宅 

ウ 社宅、官舎、寮等の給与住宅 

エ 補助対象者の３親等以内の親族が所有する住宅 

(7) 住宅手当等 事業主が従業員に対して支給若しくは負担する又は他の民間機関か

らの支援等による住宅に関する全ての手当等をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、民間賃貸住宅に入居している者で、次の各号に掲げる要



 

件を全て満たすものとする。 

(1) UIJターンにより転入した者又は本市出身学卒者等であること。 

(2) 令和４年４月１日以降に企業等に就職した者で、就職時の年齢が４０歳未満の者で

あること。 

(3) 本市に転入した日から６カ月以内に就職した者又は就職した日から６カ月以内に

本市に転入した者であること。 

(4) 交付申請日において企業等に就職している者であること。 

(5) この告示による補助金以外の公的制度による家賃補助等を受けていないこと。 

(6) 市区町村税等（特別徴収分を除く。）及び家賃を滞納していないこと。 

(7) 民間賃貸住宅の賃貸借契約の名義人となっており、家賃を支払っていること。 

(8) 民間賃貸住宅に、他の世帯が居住していないこと。 

(9) にかほ市暴力団排除条例（平成２４年にかほ市条例第５号）第２条第１項第２号に

規定する暴力団員と認められる者でないこと。 

(10) 過去に、この告示による補助金を受けたことがないこと。ただし、年度の区切り

により継続してこの告示による補助金を受ける場合は、この限りでない。 

（補助対象経費及び補助金額） 

第４条 補助対象となる経費及び補助金の額は、別表のとおりとする。 

２ 前項の補助金のうち、家賃の対象となる期間（以下「補助対象期間」という。）は、

第６条の規定による交付決定日以降に家賃を支払った日が属する月から起算して１２箇

月とする。 

３ 補助対象期間内に、補助対象者が離職した場合は、離職した日の属する月までを補助

対象期間とする。ただし、離職後１カ月以内に再就職した場合は、この限りでない。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）は、にかほ市

UIJターン若者地元就職促進家賃等補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書

類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、翌年度に継続して申請する場合に

限り、添付の書類の一部を省略することができる。 

(1) 賃貸借契約書の写し 

(2) 入居時初期費用の額及びその内容が分かる書類 

(3) 住民票謄本 



 

(4) 戸籍附票（住民登録の日から起算して、過去３年間以上にかほ市外に住所を有して

いたことが分かるもの） 

(5) 最終学歴の卒業を証明できる書類（卒業証書等の写しなど）又は中途退学を証明で

きる書類（退学証明書など）（本市出身学卒者等のみ） 

(6) 在学時に県外居住していたことを証する書類（本市出身学卒者等のみ） 

(7) 住宅手当等支給証明書（様式第２号） 

(8) 在職証明書（様式第３号） 

(9) 誓約書（様式第４号） 

(10) 市区町村税等の滞納がないことを証する書類 

(11) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の交付申請ができる期間は、住民登録の日から６カ月以内とする。ただし、家賃

に対する補助金の交付期間が１２カ月に満たない場合は、翌年度も継続して申請できる

ものとする。 

（交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による補助金の交付申請があったときは、申請内容を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは、にかほ市UIJターン若者地元就職促進家賃等

補助金交付決定通知書（様式第５号）により交付申請者に通知するものとする。 

（実績報告及び補助金額の確定） 

第７条 前条の規定による交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、にか

ほ市UIJターン若者地元就職促進家賃等補助金実績報告書（様式第６号）に次の書類を

添えて、補助金の交付期間の最終月の末日までに市長に提出しなければならない。ただ

し、市長が特別な事情があると認めるときは、この限りでない。 

(1) 家賃の支払を証明する書類の写し 

(2) 入居時初期費用の支払を証明する書類の写し 

(3) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による報告を受けたときは、その内容を審査の上、適当と認めた

場合は、交付する補助金の額を確定し、にかほ市UIJターン若者地元就職促進家賃等補

助金交付額確定通知書（様式第７号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第８条 交付決定者は、前条第２項による補助金額の確定があったときは、にかほ市UIJ



 

ターン若者地元就職促進家賃等補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出するもの

とする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、交付決定者に補助金を交付するものとする。 

（補助金交付決定の変更及び取消し） 

第９条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金交付決定の

内容を変更し、又はその全部若しくは一部を取り消すことができる。 

(1) 交付決定者が他の住宅へ転居又は転出したとき。 

(2) 第３条に規定する要件を有しなくなったとき。 

(3) 虚偽又はその他不正の手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき。 

(4) その他市長が不適当と認めたとき。 

（補助金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により補助金交付決定の内容を変更し、又は全部若しくは

一部を取り消した場合において、当該取消し等に係る部分に関し既に交付した補助金が

あるときは、にかほ市UIJターン若者地元就職促進家賃等補助金返還命令書（様式第９

号）により交付決定者に通知し、期限を定めて補助金の返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第１１条 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 

（この告示の失効に伴う経過措置） 

３ 前項によるこの告示の失効前にこの告示による交付を受けた補助金についての第９条

及び第１０条の規定は、前項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

別表（第４条関係） 

補助対象経費 補助率及び補助金額  

家賃 民間賃貸住宅の賃貸借契約に定

められた賃借料の月額（共益費、

管理費、駐車場使用料その他の住

家賃から住宅手当等を除いた金

額に２分の１を乗じて得た額

（１，０００円未満切捨て）とし、



 

居以外の費用を除く。） 月額１万円を上限とする。 

入居時初期費用 民間賃貸住宅の入居手続きに要

する経費のうち、次の各号に掲げ

るもの 

（１） 敷金 

（２） 礼金 

（３） 仲介手数料 

（４） 保証料 

入居時初期費用から住宅手当等

を除いた金額に２分の１を乗じ

て得た額（１，０００円未満切捨

て）とし、５万円を上限とする。 

 


